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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第136期

第１四半期連結
累計期間

第137期
第１四半期連結
累計期間

第136期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 5,889 6,598 27,410

経常利益（百万円） 190 278 911

四半期（当期）純利益（百万円） 214 591 321

四半期包括利益または包括利益

（百万円）
△467 440 △76

純資産額（百万円） 12,207 12,935 12,598

総資産額（百万円） 32,896 34,945 33,371

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3.17 8.72 4.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 36.3 36.1 36.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれていない。

　　　　３．第136期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

　　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　　　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。 

   

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び関係会社）が判断

したものである。　

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、本年３月に発生した東日本大震災の影響により企業において

は生産や輸出が大幅に減少し、また個人消費においては自粛ムードによる消費の低迷により、景気低迷の中で推移

してきた。このような経済状況下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、前年同期と比較し、商事事

業の輸入炭の販売単価が上昇したこと及び利益が増加したことを主因に、売上高は65億98百万円（前年同期比

12.0％増）、営業利益２億30百万円（同98.1％増）、経常利益２億78百万円（同46.3％増）、四半期純利益５億91

百万円（前年同期比175.5％増）となった。

なお、セグメントの業績は次のとおりである。

①不動産事業

　札幌の棚卸資産を売却したこと等により、売上高は７億14百万円（対前年同期比10.1％増）となり、営業

利益は１億５百万円（対前年同期比10.1％増）となった。

②商事事業

　輸入炭販売単価の上昇及び利益の増加により、売上高は36億48百万円（対前年同期比22.3％増）となり、

営業利益は２億18百万円（対前年同期比124.6%増）となった。

③サービス事業

　シルバー事業等の売上高は13億93百万円（対前年同期比2.7%増）とほぼ横ばいとなったが、コストの増加に

より、営業利益は61百万円（対前年同期比22.0％減）となった。

④その他の事業

　電気設備等の受注が減少したこと等により、売上高は８億42百万円（対前年同期比6.4%減）となり、営業

利益は６百万円（対前年同期比64.1％減）となった。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はない。

　

(3）研究開発活動

該当事項はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年8月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 67,834,489 67,834,489
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 67,834,489 67,834,489 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 67,834 － 3,782 － 1,431

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。

　

EDINET提出書類

太平洋興発株式会社(E00034)

四半期報告書

 4/17



（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができない

ので、直前の基準日である平成23年３月31日現在の株主名簿により記載している。

　①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　  24,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  67,721,000 67,721 －

単元未満株式
普通株式      89,489

　
－

１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 67,834,489 － －

総株主の議決権 － 67,721 －

　

　②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

太平洋興発株式会社
東京都台東区元浅草

二丁目６番７号
24,000 － 24,000 0.04

計 － 24,000 － 24,000 0.04

　 

２【役員の状況】

　該当事項なし。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

EDINET提出書類

太平洋興発株式会社(E00034)

四半期報告書

 6/17



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,108 4,678

受取手形及び売掛金 2,966 2,465

販売用不動産 487 479

未成工事支出金 694 764

商品及び製品 2,348 3,966

原材料及び貯蔵品 143 140

その他 1,572 2,091

貸倒引当金 △29 △24

流動資産合計 12,292 14,562

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,343 4,234

土地 9,817 9,889

その他（純額） 1,318 993

有形固定資産合計 15,479 15,117

無形固定資産

その他 147 157

無形固定資産合計 147 157

投資その他の資産

投資有価証券 2,586 2,258

長期貸付金 299 295

差入保証金 2,013 2,012

その他 586 578

貸倒引当金 △35 △36

投資その他の資産合計 5,451 5,108

固定資産合計 21,078 20,382

資産合計 33,371 34,945

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,691 3,041

短期借入金 1,744 3,064

賞与引当金 220 330

完成工事補償引当金 5 5

その他 ※2
 2,493

※2
 2,864

流動負債合計 7,155 9,306

固定負債

社債 780 750

長期借入金 1,391 1,212
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

受入保証金 4,612 4,505

退職給付引当金 634 638

債務保証損失引当金 821 933

負ののれん 197 148

資産除去債務 189 189

その他 4,990 4,326

固定負債合計 13,617 12,703

負債合計 20,772 22,010

純資産の部

株主資本

資本金 3,782 3,782

資本剰余金 2,890 2,890

利益剰余金 3,949 4,385

自己株式 △2 △2

株主資本合計 10,618 11,055

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,192 1,038

土地再評価差額金 484 537

その他の包括利益累計額合計 1,677 1,576

少数株主持分 302 304

純資産合計 12,598 12,935

負債純資産合計 33,371 34,945
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 5,889 6,598

売上原価 5,067 5,648

売上総利益 822 950

販売費及び一般管理費 706 719

営業利益 116 230

営業外収益

受取配当金 33 27

負ののれん償却額 49 30

その他 26 27

営業外収益合計 109 85

営業外費用

支払利息 23 23

その他 11 12

営業外費用合計 34 36

経常利益 190 278

特別利益

固定資産売却益 － 96

投資有価証券売却益 401 380

その他 1 －

特別利益合計 402 476

特別損失

債務保証損失引当金繰入額 151 112

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 240 －

その他 13 26

特別損失合計 405 138

税金等調整前四半期純利益 188 616

法人税等 18 22

少数株主損益調整前四半期純利益 169 594

少数株主利益又は少数株主損失（△） △45 2

四半期純利益 214 591
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 169 594

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △636 △154

その他の包括利益合計 △636 △154

四半期包括利益 △467 440

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △420 436

少数株主に係る四半期包括利益 △46 3
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　１．偶発債務

　金融機関からの借入に対する債務保証が下記のとお

りである。

　１．偶発債務

　金融機関からの借入に対する債務保証が下記のとお

りである。

　太平洋炭礦㈱ 8,582
百万円

　

　太平洋炭礦㈱ 8,060百万円

※２．流動負債のその他の中に、じん肺補償損失引当金4百

万円が含まれている。

※２．流動負債のその他の中に、じん肺補償損失引当金4百

万円が含まれている。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半期連

結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固

定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれん償却額は、次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

  　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　155百万円

　　負ののれん償却額　　　　　　　　　　　 △49　

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　158百万円

　　負ののれん償却額　　　　　　　　　　　 △30　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額　

　(決議)　

株式の種類　
配当金の総額

(百万円)　

1株当たり

配当額

(円)　

基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会　
普通株式　 　　　　 135 　　　2.0　 平成22年３月31日　平成22年６月30日　利益剰余金　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額　

　(決議)　

株式の種類　
配当金の総額

(百万円)　

1株当たり

配当額

(円)　

基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成23年６月29日

定時株主総会　
普通株式　 　　　　 101 　　　1.5　 平成23年３月31日　平成23年６月30日　利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　　

　

　

報告セグメント その他

（注）　

合計　

　不動産　 商事　 サービス　 計　

 売上高　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高　 648　 2,982 1,357 4,989 900 5,889

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高　
63 194 71 329 25 355

計 712 3,176 1,429 5,319 925 6,244

　セグメント利益　 95 97 78 271 18 290

  （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種機械及び電気設備

等の製造修理、炭カル肥料・消石灰・石粉の製造販売を行っている。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額　

　報告セグメント計　 271　

　　「その他」の区分の利益　 18　

　セグメント間取引消去 △1

　全社費用（注）　 △172　

　四半期連結損益計算書の営業利益　 116　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はない。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）　　

　

　

報告セグメント その他

（注）　

合計　

　不動産　 商事　 サービス　 計　

 売上高　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高　 714　 3,648 1,393 5,756 842 6,598

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高　
66 129 94 291 481 772

計 780 3,777 1,488 6,047 1,323 7,371

　セグメント利益　 105 218 61 385 6 391

  （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種機械及び電気設備

等の製造修理、炭カル肥料・消石灰・石粉の製造販売を行っている。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額　

　報告セグメント計　 385　

　　「その他」の区分の利益　 6　

　セグメント間取引消去 3

　全社費用（注）　 △165　

　四半期連結損益計算書の営業利益　 230　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はない。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円17銭 8円72銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 214 591

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 214 591

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,811 67,809

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

（重要な後発事象）

　　該当事項なし。

　

２【その他】

　　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年8月12日

太平洋興発株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 玉井　哲史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定留　尚之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平洋興発株式

会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２３年４月１

日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋興発株式会社及び連結子会社の平成２３年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。　

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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